
入札監視委員会設置要領

（１４．８．１６制定）

（１９．６．２９一部改正）

（１９．１２．６一部改正）

（２０．３．２８一部改正）

裁判所が発注する工事及び設計・コンサルティング業務（以下「工事等」とい

う。）に関する入札及び契約手続の透明性及び公正性をより一層高めるため，下記

のとおり，最高裁判所事務総局経理局に入札監視委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。

記

第１ 委員会の事務

委員会は，経理局長の諮問を受け，裁判所が発注した工事等に関する次の事務

を行う。ただし，１の事務については，国の行為を秘密にする必要があるもの並

びに工事にあっては予定価格が２５０万円を超えないもの及び設計・コンサルテ

ィング業務にあっては予定価格が１００万円を超えないものを除く。

１ 経理局長から入札及び契約手続の運用状況について説明を受け，そのうち，

委員会が抽出指定した工事等に関し，一般競争入札における競争参加資格の設

定及び指名競争入札における指名（以下「入札参加資格設定等」という。）の

理由及び経緯等について検討し，経理局長に対し意見を述べる。

２ 入札及び契約の過程に係る再苦情申立てについて検討し，経理局長に対し意

見を述べる。

３ 建設工事の成績評定に係る再説明請求について検討し，経理局長に対し意見

を述べる。

４ 指名停止，警告又は注意喚起の措置に係る再苦情申立てについて検討し，経

理局長に対して意見を述べる。

第２ 委員会の組織



１ 委員は，人格及び識見に優れ，公正中立の立場を堅持することができる者の

うちから，経理局長が委嘱する。

２ 委員会は３人で組織し，そのうち１人を委員長とする。

３ 委員長は，委員の互選によりこれを定め，委員長に事故のあるときは，あら

かじめ委員長の指名する委員が，その職務を代行する。

４ 委員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。

５ 委員が欠けた場合における後任委員の任期は，前任委員の残任期間とする。

第３ 会議の開催

１ 定例会議

ア 第１の１の事務に係る会議（以下「定例会議」という。）は，原則として，

年２回開催する。

イ 委員会は，定例会議において，第１の１の事務に関し，説明を受けた内容，

検討した対象工事等に係る入札参加資格設定等の理由及び経緯等に不適切な点

又は改善すべき点があると認めたときは，経理局長に対して意見を述べる。

なお，必要があると認めるときは，経理局長に対し，その内容の公表を求め

ることができる。

２ 再苦情処理等会議

ア 経理局長は，第１の２又は３の事務に関し，裁判所が発注する工事等に係

る再苦情申立て又は建設工事の成績評定に係る再説明請求（以下「再苦情処

理等」という。）があったときは，速やかに委員会に意見を求める。

イ 委員会は，再苦情処理等につき意見を求められたときは，再苦情処理等会

議を開き，検討を行う。

ウ 委員会は，イの検討を終えたときは，意見書を作成し，その結果を経理局

長に報告する。

なお，必要があると認めるときは，経理局長に対し，意見書の公表を求め

ることができる。



エ ウの報告は，再苦情処理等があった日からおおむね５０日以内に行わなけ

ればならない。

第４ 公表

経理局長は，相当な方法で次の事項を公表する。

１ この要領に定める委員会の任務，委員構成，運営方法その他設置及び運営に

関する事項

２ 委員の氏名，職業及び議事の概要その他必要な資料

第５ 庶務

委員会の庶務は，経理局営繕課が処理する。

付 記

１ この要領は，平成１４年１０月１日から実施する。

２ 平成１２年９月１２日決裁に係る「入札監視委員会設置要領」は，平成１４年

９月３０日限り，廃止する。

付 記

この要領は，平成１９年７月１日から実施する。

付 記

１ この要領は，平成１９年１２月６日から実施する。

２ この要領の実施前に委員会が抽出指定している場合における，委員会の検討対

象については，第１の１の規定にかかわらず，なお従前の例による。

付 記

１ この要領は，平成２０年４月１日から実施する。


